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ここには家族と震災とのかかわりを扱った論考が収められている．前半の2

編は家族のあり方を論じたもので，家族とは何かという本質的な問題に迫って

いる．後半の2編は家族と危機管理，すなわち震災と家族資源との関係を問う

たものである．各論文の簡単な解説からはじめよう．

第1章「避難所空間と家族」（原田）は，避難所を舞台に繰り広げられた家族

像を巡る問題を参与観察にもとづいて論じたものである．時期的には1995年3

月ごろが再現されている．第2章「被災生活と家族の分割」（黒木）は，面接法

による仮設住宅居住者からの聞き取りにもとづくものである．時期的には，や

や落ち着きをみせた1997年2－3月時点になされたものである．

いずれもが家族を主テーマにしていながら，第1章は，避難所という場での

ひとつの大きな集合的な家族から，やがて90�の高さだけ仕切られた個別のス

ペースを有する家族による共同生活への推移を克明に記述している．そこでは，

物理的空間的には自分の家族と自分以外の家族とを区別する境は明確ではない

が，心のなかでのそれは，明確にあったのである．

第2章では，仮設住宅という完全に仕切られた空間での生活が中心テーマと

なる．そこでは，物理的空間的には自分の家族と自分以外の家族とは明瞭に区

別された場所が確保されてはいるのだが，家族成員が物理的には別個に生活し

ている状況が報告されている．第1章が，家族が凝集していく過程が強調され

ているとすれば，第2章は家族が孤立化・分割化している様子がインタビュー

されている．いずれもが，今日の，あるいはこれからの家族像を描いていると

いえよう．なお，第2章は高齢者に焦点が当てられている．

上の両論文が質的な調査にもとづく報告とすれば，第3章，第4章は大量観察

にもとづく分析であり，質問紙法によって収集されたデータに多変量解析を施

したものである．いずれも震災後約1年ほど経過した時点での調査である．第3

章「震災による家族資源の被害とストレス」（山西）は震災によって引き起こ

されたストレス源と，各家族がもっている諸々の資源との関連を分析したもの

である．前者が後者にどのような影響を与えたか，あるいは与えなかったかが

考察されている．これは留置法による．

第4章「震災ストレスと家族システムの対処に関する計量的研究」（立木）も
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ストレスを問題としている．すなわち，震災によるストレスおよびその対処の

過程を考察し，幼児（幼稚園児）のストレス症状を要因分析したものである．

第3章では家族を資源という観点からとらえたものであるが，第4章の場合も幼

児からすると，家族は自分を守ってくれる資源の宝庫である．そうした点から

すれば，資源を活用することによって家族には，危機状況にさいし自らを治癒

する内的な能力が備わっているといえるのであろうが，それは，第2章が指摘

しているように，家族が孤立・分割していないことが大前提である．

こうした家族の実態に接するにつけ，われわれは，家族の今後のあり方につ

いてつぎのことを考えさせられる．

第1は第3セクター（民間の非営利活動部門）に関してである．先の論文にも

あるように，家族は少子化，外部機関への依存化，女性の雇用労働者化の傾向

にあり，家族の機能や資源は，低下，衰退の方向にある．そうであるがゆえに，

高齢者をはじめとする家族員は平時においても，危機状況下においても，今後

ますます，他者の生活サービスにゆだねられた生活を送らざるをえなくなる．

行政の公的サービス，シルバー産業などの私的サービス，そして，第3セクタ

ーによるサービスがこれである．そうしたなか，今後とりわけ求められるのは，

第3セクターの活動である．公正・平等（公的サービス），効率・競争・採算

（私的サービス）などにもとづく判断基準とは異なり，思いやり・連帯・共益な

どを旨とする民間の非営利活動部門の活動のあり方は，今後の家族を考えるう

えで不可欠なものといえよう．これに加えて，フォーマルな組織にもとづかな

いインフォーマルな諸々の個人的なネットワークによる活動にも注目せねばな

らないと考える．

第2は，コレクティブハウジングについてである．震災を契機に，地域コミ

ュニティのあり方や身近な居住空間の役割が，個々の家族の危機を乗り越える

うえで，また，高齢者の自立した生活を支えるうえで，重要であると再認識さ

れたことから，これからの高齢社会・少子社会に対応する新しい住まい方のひ

とつとして，また，コミュニティを重視した高齢者の協同居住支援の方策とし

て，コレクティブハウジングがクローズアップされているからである．この考

え方の基本は，�生活行為の一部を協同で行うことを前提とした住まい方，�
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独立した住戸，�共同生活の場となる共用空間の存在，にある．真野のふれあ

い住宅はこうしてつくられた神戸市営の第1号である．必ずしも大方の共通認

識が得られているわけではないが，今後のまちづくりのあり方のひとつとして，

コレクティブハウジングは検討に値するテーマといえよう．

大震災に関連した研究成果は，各論文があげている参考文献に加えて，下記

のものがある．
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